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にわたる地球規模の生態危機を経て二〇一五年末に多国間協調により合意され 「パリ協定」は、気候変動対応をめぐ 科学、政治、経済、社会、文化的諸次元の幅広い問題が凝縮された国際合意となった。これは気候変動対応が、温室効果ガスの削減による大気環境の安定化と う究極の目標を追求していくうえで、人類の持続可能性に関するあらゆる領域の課題と不可分になってきている とを示している。●多国間主義による国際協調　
われわれ人類は二〇世紀半ば以
降、生態危機の時代 生き る（参考文献①） 。米ソを中心とした核開発競争下での「核の冬」の恐怖に始まり、 「核 平和利用」より各国で建設が進められた原子





約は、核軍縮とともに「放射性物質による人類 環境の汚染を終止させる」ことを目的 して掲げ、一九六三年に米英ソ三カ国が調印した部分的核実験禁止条約 される（参考文献②） 。これにより大気圏での核実験による地球汚染は防がれ ことになった。しかしながら地下核実験を含むすべての核実験の禁止を定めた包括的核実験
禁止条約は一九九六年に国連総会で採択されたものの、採択に賛成したアメリカや中国を含めて発効要件国の批准の見通しがたっておらず、いまだに未発効のままである（外務省ウェブサイト） 。　
他方、核軍縮が足踏みを続けて









共有の未来」と題する報告書を公表し、 「将 の世代のニーズを満たす能力を損ねるこ なく、今日の世代のニーズを満たすような開発」として「サステイナブル・ディベロップメント」 （ＳＤ）という概念が打ち出された（参考文献③） 。ＳＤは一九九二年にリオデジャネイロで開かれた環境と開発に関する国連会議（地球サミット）の主要議題となった。　
いまやＳＤは、様々な解釈をと



















系および人類に及ぶ悪影響を緩和すること、そのために大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させることを目的としている。そして各国が温 排出削減を通した気候変動の緩和策とともに、気候変動により避けられない影響への適応策について、 「共通だが差異ある責任及び各国・地域特有の開発の優先順位、目的並びに事情を考慮して」計画の策定、実施、公表そして更新を行うこと 定められた。同条約は一九九四年に発効要件を満た 、二〇一五年末時点で世界のほぼすべ の国 カバーする一九五カ国（およびＥＵ）が参加 枠組みとなっている（ＵＮＦＣＣＣウェブサイト） 。　
ただし肝心の温室効果ガスの排
出削減については、 九七年のＣＯＰ３にて先進国に削減を義務づける京都議定書 採択され、二〇〇五年には発効したものの 当時世界最大の排出国であったアメリカの参加を得られないまま二〇一二年には議定書 約束期間を迎えた。その後第二期間 目標が設定されたものの、今度は日本、ロシア、ニュージーランドが参加を見送った。温室効果ガスの排出削減は主要各国のエネルギー構造、
各国の経済発展戦略、先進国と途上国の間での「共通だが差異ある責任」に基づいた削減義務や資金負担をめぐる対立、さらには化石燃料依存型の高炭素社会から低・脱炭素社会への移行が見通せないなか（参考文献⑤） 、約束内容に具体性かつ実効性 もたせようとすればするほど合意が困難になるばかりであった。　
また近年では中国をはじめとす




五年一二 一二 に合意されたパリ協定は、京都議定書に不参加であったアメリカも削減義務がなかった新興国も含めて、条約締約国すべてが何らかの形で気候安 化に貢献が求められる国際枠組として待望されたものであった。　
もっとも、温室効果ガスの排出








府間パネル）第五次評価報告書（ＡＲ５）によると、 「工業化以前」 、すなわちイギリスで産業革命が起きて化石燃料を大量に使用するようになったとされる一七五〇年より前の水準に比べて、世界平均気温が一度または二度の上昇によって、北極圏氷海やサンゴ礁といった固有の生態系へのリスク、熱波や洪水のような 端な気象現
象のリスクが高くなることは科学的に高い確信度があるとされている。他方でグリーンランド氷床の消失による平均海面水位が最大七メートルに及ぶような急激で不可逆的な自然環境変化をもたらす「しきい値」は「一度より大きく四度より小さい」と推定されているだけで不確実性が高いとされている。すなわち何度までに抑えれば条約で挙げられた「危険な人為的干渉」にあたるのかはよくわかっていない。また世界各地で気候変動による影響やリスクが観測・予測され るものの、その内容や程度は地域によって異なることも指摘されている。　「気候政策の設計は個人や組織がリスクと不確実性をどの うに受け止め、考慮に入 るか 影響される」 （参 文献⑥）と指摘されているように気温上昇抑制の目標は、どちら 科学的に正しいかというよりも、政治的妥協にゆだねられがちである。パリでの交渉でも主に先進国の立場からはできるだけ費用対効果と実行可能性が高い目標設定を、すでに気候変動による損失と損害が発生し て今後もリスクが大きくなるこ を懸念する小島嶼国の立場からはリ
スク回避ができるだけ確実な目標設定をそれぞれ求めるなかでのせめぎあいがあったとされている。　
また協定第八条では、極端な気





て第八条は「賠償に関するいかなる義務を負う根拠とはならない」とも明記されている。この背景にはアメリカを中心とした先進国が強く反発したことが伝えられている。損失と損害に対する賠償問題は「差異ある責任」をめぐる新たな南北対立の火種 なっ い が、ひとまず具体的な解決策を先送りすることで合意を得た 考えられる。　
ただし、ここで挙げた内容が政













































 「ＩＰＣＣ第五次評価報告書」（気象庁、環境省、経済産業省およびＩＰＣ ウェブサイト） 。
⑦
 人間の安全保障委員会編『安全保障の今日的課題――人間の安全保障委員会報告書』朝日新聞社、二〇〇三年。
